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「造成干潟の基盤材として有効活用した浚渫土砂中の 
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地球温暖化に対する緩和策として温室効果ガスの削減は重要な課題です。そこで完

成から 17 年が経過した造成干潟において、造成材に活用した浚渫土砂に含まれる

有機物の残存率を調査しました。本調査の結果、有機炭素の残存率は 82％と推定

されました。浚渫土砂を造成干潟の基盤材として活用することは、炭素を効果的に

貯留できる可能性が示されました。 
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